
 
再生可能エネルギー発電施設の開発規制の強化を求める意見書 

 

　　全国各地で太陽光発電や風力発電などの再生可能エネルギー発電施設の開発が

進んでいる一方で、自然環境や景観、防災など地域の特性への配慮を望む声や、

発電施設が事業者の経営破綻等の要因で放置されるのではないかという懸念の声

が大きくなっている。ＦＩＴ制度の認定要件として住民への説明会の開催や事前

周知、法令の遵守などが規定されているが、現状、地方公共団体で行われている

ガイドラインの策定や条例の制定では事業者への対応には限界がある。このよう

な状況を改善するため、再生可能エネルギー発電施設の開発が地域の事情に則し

て行われるとともに、撤去を含めた対応が確実に実施されるよう規制強化と法律

の整備を求める。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により提出する。 
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